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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和６年度当初予算及び令和５年10月１日から令和６年３月31日

までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせす

るものです。 

 

 

 

 

令和６年６月20日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、「４つのチャレンジ」

を加速。 

 

Ⅰ 令和６年度当初予算案の概要 
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ  Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ 

生産性が高く力強い産業の創出とゆと

りある暮らしを育み、新しい豊かさを

目指す。 

 
安心して暮らせる社会基盤の充実に向

け、医療、福祉、治安、防災など県民

の命を守る生活基盤を築く。 

   

Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ  Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ 

茨城の未来をつくる「人財」を育て、 

日本一子どもを産み育てやすい県を 

目指す。 

 
将来にわたって夢や希望を描ける県と

するため、県内外から選ばれる、魅力

ある茨城(IBARAKI)づくりを推進する。 

加速度的に進む人口減少など様々な困難を 

乗り越えられる「新しい茨城」づくりへの挑戦 

〇 過去の延長線上にはない、新たな一歩を着実に踏み出してきたこ

とによる確かな「変化」。 
 

〇 「変化」を軌道に乗せる、「生産性」の向上と安心して暮らせる

社会基盤の確保。 
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２ 「４つのチャレンジ」の主な施策

「新しい豊かさ」へのチャレンジ
• 外国人留学生の就職支援、海外の大学と連携した日本語講座の運営、海外日
本語学校からの留学生受入ルート開拓により、外国人に選ばれる茨城を実現。

• 遺伝的に優れた雌牛群の整備により、「常陸牛 煌（きらめき）」の生産を拡大。
＜これまでの取組・成果＞

▶ 戦略的な企業誘致により、県外企業立地件数が６年連続全国第１位
▶ 過去６年間の荒廃農地の再生面積が全国１位

トップクラスの企業誘致で
茨城県の発展を加速！

「新しい安心安全」へのチャレンジ
• 老朽化が進む保健所の建て替えにより、新興感染症対策や大規模災害時の
健康危機管理の司令塔としての保健所機能強化。

• マル福の対象に、中度の精神障害、かつ、中度の身体障害を有する方等を
新たに追加。

• 病院薬剤師確保のための奨学金返済支援及び修学資金貸与制度の創設。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科を選定し、緊急的に必要な医師を確保
▶ 防災・減災のため、河川改修や橋梁の耐震化などのインフラ整備を推進

医師確保により
政策医療提供体制を強化！
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「新しい人財育成」へのチャレンジ

• 外国人に対する母語による相談・支援体制の構築、公立学校（小中高）にお
ける外国人児童生徒への日本語指導の充実により、外国人の生活支援を強化。

• 県立高等学校等への外国語指導助手（ALT）の配置拡充により、生きた英語
によるコミュニケーション中心の授業を推進。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 「学びの質」を向上させるため、中高一貫教育校１０校に加え、IT・サイエンス専科高校を設置
▶ パートナーシップ宣誓制度の自治体間連携を推進し、４県２市と連携協定を締結

「新しい夢・希望」へのチャレンジ
• 農産物や加工食品の輸出にチャレンジする事業者等、海外販路開拓に初めて
チャレンジするものづくり企業を支援。

• 常陸国ロングトレイルの海外向けプロモーションの強化、位置情報・二次元コンテ
ンツを用いた周遊イベントにより、県北地域への誘客促進。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 農産物の輸出額は、2016年度と比較し１０倍に拡大
▶ 本県情報のメディア掲載による広告換算額が約３倍に増加

人口減少による国内需要の
縮小を見据え輸出に注力！

多様性を認め合う社会の実現を
他県に先駆けて推進！
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３ 令和６年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆２,５１１億９０百万円（対前年度当初比▲３．２％） 

※ うち新型コロナウイルス感染症関連分 511 億 78 百万円 

※ 新型コロナウイルス感染症関連分除きの伸び率 3.0％ 

 人件費や社会保障関係費の増のほか、「あすなろの郷」再編整備やＩＴ短大の大学校

化に伴い投資的経費が増となる一方、新型コロナウイルス感染症関連経費の減により、

歳出規模は前年度と比べ、▲３．２％。 

 新型コロナウイルス感染症関連分除きの比較では、３．０％の増。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ５ Ｒ６ 増減率 

一 般 会 計 
1,292,194  

(1,165,440) 

1,251,190  

(1,200,012) 

▲3.2 

(3.0) 

特 別 会 計 458,330 496,547 8.3 

企 業 会 計 163,851 135,800 ▲17.1 

計 1,914,375 1,883,537 ▲1.6 

 （注）（ ）内は、新型コロナウイルス感染症関連分を除いた額及び伸び率  

 

【一般会計当初予算額の推移】                     （単位：億円） 
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県税

4,180

33%

地方交付税

1,970

16%

地方消費税

清算金

1,404

11%

諸収入

1,389

11%

国庫支出金

1,298

10%

県債

827

7%

地方譲与税

569

5%

その他

875

7%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 うち新型コロナウイルス感染症対策融資分 502 億円 4% 

※2 うち臨時財政対策債 71 億円 1% 

 

① 県税  ４，１８０億円 【対前年度比：▲８８億円、▲２．１％】 

 県税収入総額は、令和６年度定額減税による個人県民税の減などにより前年度比 

▲２．１％、８８億円の減。 

 実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）では、前年度比▲０．７％、３５億円の減で、５，２３７億円。 

 個人県民税は、令和６年度定額減税に伴う均等割・所得割の減などにより、前年度比 

▲３．１％、 ３６億円の減で、１，１２１億円。 

 地方消費税は、資源輸入額等の減により、前年度比▲４．９％、４７億円の減で、 

９１２億円。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 112,331 111,164 ▲1,167 ▲1.0 電気・ガス業の売上減 

 個人県民 税 115,757 112,112 ▲3,645 ▲3.1 令和６年度定額減税による減 

 地方消費 税 95,889 91,200 ▲4,689 ▲4.9 輸入額の減少による減 

自 動 車 税 51,957 52,480 523 1.0 自動車販売台数の増 

 軽油引取税 32,680 32,355 ▲325 ▲1.0 貨物輸送量の落ち込みによる減 

  県税収入計 426,831 418,023 ▲8,808 ▲2.1   

前年度から増加 

・地方譲与税   （＋ ４．４％） 

・地方交付税   （＋ ０．３％） 

・その他     （＋ ９．７％） 

※地方特例交付金（＋４０９％） 

 

前年度から減少 

・県税      （▲ ２．１％） 

・地方消費税清算金（▲ ２．３％） 

・国庫支出金   （▲２１．２％） 

・県債      （▲ １．５％） 

・諸収入     （▲ ２．４％） 

歳入総額 
 

12,512 

※２ 

※１ 

5 



【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 426,831 418,023 ▲8,808 ▲2.1 － 

 地方消費税清算金(清算後)② 49,596 52,435 2,839 5.7 － 

小計（①＋②） 476,427 470,458 ▲5,969 ▲1.3 － 

 特別法人事業譲与税   ③ 50,232 52,699 2,467 4.9 全国的な企業収益

の増  自動車重量譲与税    ④ 514 538 24 4.7 

実質的県税 ①＋②＋③＋④ 527,173 523,695 ▲3,478 ▲0.7 － 

 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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②   地方交付税 １，９７０億円 【対前年度比：＋６億円、＋０．３％】 

    臨時財政対策債  ７１億円 【対前年度比：▲９３億円、▲５６．７％】 

 普通交付税については、令和５年度の算定結果をもとに、令和６年度の地方財政計画の

内容等を踏まえ算定し、前年度比＋０．１％、２億円増の１，９４７億円。 

 臨時財政対策債については、前年度比▲５６．７％、９３億円減の７１億円。 

 この結果、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）と臨時財政対策債を合わせた実質

的地方交付税は２，０３８億円となり、前年度比▲４．２％、８９億円の減。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 地財計画 

 地 方 交 付 税  196,368 196,974 606 0.3 1.6 

 

 

 

普 通 交 付 税    ① 194,500 194,700 200 0.1 
1.7 

特別交付税(通常分)② 1,800 2,000 200 11.1 

震災復興特別交付税 68 274 206 302.9 ▲3.3 

 臨時財政対策債       ③ 16,400 7,100 ▲9,300 ▲56.7 ▲54.3 

実質的地方交付税①+②+③ 212,700 203,800 ▲8,900 ▲4.2 ▲1.2 

 

③  県債 ８２７億円 【対前年度比：▲１３億円、▲１．５％】 

 県債の発行額は、臨時財政対策債の減などにより前年度比▲１．５％、１３億円の減。 

 特例的県債（臨時財政対策債）の発行額は、前年度比▲５６．７％、９３億円の減。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、国庫支出金などの減により歳入総額が減

少したことにより６．６％と０．１ポイント増（前年度当初：６．５％） 

 令和６年度末の通常県債（公共投資に充てる県債や退職手当債など）に係る県債残高は、

令和５年度１２月補正予算で国の国土強靭化対策に対応した公共事業等を追加したほか、

令和６年度当初予算におけるあすなろの郷再編整備など投資的経費の増により、令和５年

度末残高より２０９億円増加し、１兆１，５９６億円となる見込み。 

 特例的県債に係る県債残高は、令和６年度末（見込）で８，６５６億円と前年度末残高か

ら５４０億円減少するため、通常県債と特例的県債を合わせた県債残高は、令和６年度末

（見込）で、２兆２５２億円となり、令和５年度末（見込）に比べ３３１億円の減。 

 

【県債発行額の前年度比較】                                       （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 備  考 

 通 常 県 債 67,527 75,569 8,042 11.9 
－  公共投資に充てる県債 67,527 74,569 7,042 10.4 

退 職 手 当 債 - 1,000 1,000 皆増 

 特 例 的 県 債 16,400 7,100 ▲9,300 ▲56.7 臨時財政対策債 

合      計 83,927 82,669 ▲1,258 ▲ 1.5 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 (参考)地財計画 

 県税(地方消費税清算後) 476,427 470,458 ▲5,969 ▲1.3 (県税)  ▲0.5 

 特別法人事業譲与税 50,232 52,699 2,467 4.9 5.2 

 実質的地方交付税 212,700 203,800 ▲8,900 ▲4.2 ▲1.2 

 震災復興特別交付税 68 274 206 302.9 ▲3.3 

 その他の地方譲与税 4,286 4,224 ▲62 ▲1.4 － 

地方特例交付金 2,000 10,180 8,180 409.0 421.9 

合   計 745,713 741,635 ▲4,078 ▲0.5 － 

 震災復興特別交付税除き 745,645 741,361 ▲4,284 ▲0.6 (水準超除き)  0.9 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）及び臨時財政対策債の合計額 

 ※その他の地方譲与税は、特別法人事業譲与税以外の地方譲与税の合計額 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

２３２億円 【対前年度比：▲４９億円、▲１７．５％】 

 令和５年度当初予算に引き続き、後年度負担軽減の観点からの県債発行抑制などのた

め、繰入金２３２億円を一般財源として使用する。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 28,075 23,162 ▲4,913 ▲17.5 

一般財源基金残高（年度末）  96,805※１ 96,800 程度※２ - - 

※1 R5-12 月補正後の残高見込み。 

※2 R5 税収見込等を踏まえ、R5 補正予算で積み立てる予定。 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

７，４１４億円 【対前年度比：▲４３億円、▲０．６％】 

（震災復興特別交付税含み  対前年度比：▲４１億円、▲０．５％） 

 県税（地方消費税清算後）、特別法人事業譲与税、実質的地方交付税とその他の地方譲

与税等を合わせた実質的な一般財源総額は、７，４１４億円となり、対前年度比で 

▲０．６％、４３億円の減。 

 地方特例交付金は、令和６年度定額減税影響額を計上し、前年度比４０９％、８２億円

の増。 
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人件費

3,186 

25%

公債費

1,482 

12%

扶助費

262 

2%
一般行政費の一部

（内数 1,417 ）

一般行政費

4,246

34%

投資的経費

（公共）

1,066 

9%

投資的経費

（その他）

436 

3%

税交付金等

1,834 

15%
義務的経費

4,930 

39%投資的経費

1,502 12%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   

 

  

 

 

①  義務的経費 ４，９３０億円 【対前年度比：＋４０億円、０．８％】 

歳出全体に占める構成比：３９．４％（前年度 ３７．８％） 

 人件費は、定年延長に伴う定年退職者増に伴う退職手当の増等により、前年度比 

＋６．５％。 

 公債費は、繰上償還の減により、前年度比▲８．７％。 

 扶助費は、新型コロナウイルス感染症関連分の減により、前年度比▲５．０％。社会保

障関係費（扶助費及び一般行政費の一部）については、後期高齢者医療給付費負担金の

増などにより、前年度比＋０．９％。 

 

②  投資的経費 １，５０２億円 【対前年度比：＋４０億円、＋２．８％】 

（公共＋１．８％、その他投資＋５．２％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（特別・企業会計含み）については、災害・危機に強い公共インフラづく

りなどの視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等の進捗を図ることとし、令和５年

度の実績ベースの見込みにより、前年度比▲２．８％の７９７億円。 

 なお、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等の国の経済対策への対

応については、令和５年度１２月補正予算に前倒しして２８３億円を計上。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（特別・企業会計含み）については、道路・堤防の補修等の維持管理・長

寿命化対策、防災インフラ整備等を引き続き着実に進めるとともに、新産業廃棄物処分

場関連道路の整備や牛久沼越水対策にも取り組むことから、前年度比＋１２．７％の 

３０４億円。 

前年度から増加 

・人件費    （＋ ６．５％） 

・投資的経費  （＋ ２．８％） 

 

 

前年度から減少 

・公債費    （▲ ８．７％） 

・扶助費    （▲ ５．０％） 

[社会保障関係費（＋ ０．９％）] 

・一般行政費  （▲ ９．０％） 

・税交付金等  （▲ ３．８％） 

歳出総額 
 

12,512 

社会保障関係費 
1,679 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比＋１．１％の１，１０１億円。なお、一般会計分は、

前年度比＋１．８％の１，０６６億円。 

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」などの国の経済対策分（令和５

年度１２月補正予算で計上）等を合算した場合は、＋０．９％の１，３８４億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

 その他投資については、あすなろの郷の再編整備に向けたセーフティネット棟の建設や

ＩＴ短大の新棟建設等により、前年度比＋５．２％の４３６億円。 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ５ Ｒ６ 増 減 増減率 

 国補公共事業 81,950 79,693  ▲2,257  ▲2.8  

 

 

補 助 事 業 65,637  63,339  ▲2,298  ▲3.5  

直轄事業負担金 16,313  16,354  41  0.3  

 県単公共事業 26,984  30,417  3,433  12.7  

合  計 108,934  110,110  1,176  1.1  

 

＜参考＞ 令和５年度予算に前倒しして計上した国の経済対策（「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」等）への対応分を合算した場合の金額及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R5 経済対策 

(R5.12 月補正) 

A 

R6 当初 

 

B 

計 

 

C=A+B 

R4 経済対策 

 

D 

R5 当初 

 

E 

計 

 

F=D+E 

増減率 

 

C/F 

28,259 110,110 138,369 28,167 108,934 137,101 0.9 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

国補公共事業 １，０２１ ８６４ ７８１ ８１９ ７９７ 

県単公共事業 ２５３  ２５３ ２６３ ２７０ ３０４ 

合計 １，２７４ １，１１７ １，０４４ １，０８９ １，１０１ 

 震災関連分除き １，０５２ １，１１７ １，０４４ １，０８９ １，１０１ 

 

③  一般行政費 ４，２４６億円【対前年度比：▲４１８億円、▲９．０％】 

一般行政費は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業が減となる一方、 

 外国人留学生の就職支援、海外の大学と連携した日本語講座の運営、海外日本語学校から

の留学生受入ルート開拓による外国人に選ばれる茨城の実現 

 マル福の拡充や病院薬剤師確保のための修学資金貸与制度の創設など安心安全の確保に向

けた取組の充実 

 外国人の生活支援強化、外国語指導助手（ALT）の配置拡充などを通じた「人財」育成 

 農産物や加工食品の輸出にチャレンジする事業者等や、海外販路開拓に新たにチャレンジ

するものづくり企業の支援、常陸国ロングトレイルの海外プロモーション展開等による誘

客強化 

などに重点的に取り組むための所要額を計上。 

県単公共事業 

国補公共事業 

公共事業計（震災関連分除き） 
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9,850 9,956 9,669 9,196
8,656

11,377 11,434 11,514 11,387 11,596

11,629 12,952 12,817 12,922
12,512

-11,000

-3,000

5,000

13,000

当初予算額 

④ 財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

令和６年度当初予算では、後年度負担の軽減を図るため、投資的経費に充てる財源の一部に一

般財源を使用し、１００億円の県債発行抑制に取り組んだところ。 

[財政健全化に向けた目標] 

 特例的県債を除く県債残高を前年度以下に縮減 

→ 県債残高については、国の国土強靭化対策に対応した公共事業等に加え、あすなろの郷再

編整備など県政の課題に対応するため増加。 

 臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合のプライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和６年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 

 

【県債残高の推移】                               （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

県債残高総額 
R2 R3 R4 R5 R6 

２１，２２７ ２１，３８９ ２１，１８３ ２０，５８３ ２０，２５２ 

（注）R4 までは決算額、R5 は最終補正予算時見込額、R6 は当初予算時見込額 

「通 常 県 債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など 

「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な

県債（臨時財政対策債、減収補塡債など） 

 

 

 

 

 

 

 

通常県債残高 

特例的県債残高 

3,000 

11,000 

12 



851 901 871 

682 721

338
247

575 573
650

-500

0

500

1,000

1,500

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

臨時財政対策債を地方交付税として算定 プライマリーバランス

 

【プライマリーバランスの推移】                       

                                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）R4 までは決算額、R5 は最終補正予算時見込額、R6 は当初予算時見込額 

 

 

黒字 

赤字 
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15 



16 



17 



18 



19 



20 
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22 



23 



24 



25 



26 



27 



28 
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30 
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７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円、％） 

区 分 R 5 当 初 

（Ａ） 

R5当初 

構 成 比 

R 6 当 初 

（Ｂ） 

R6当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 299,065  23.1  318,622  25.5  19,557  6.5  

公 債 費 162,305  12.6  148,152  11.8  ▲14,153  ▲8.7  

扶 助 費 27,621  2.1  26,238  2.1  ▲1,383  ▲5.0  

社会保障 

関 係 費 
(166,443)  (12.9)  (167,936)  (13.4)  (1,493)  (0.9)  

計 488,991  37.8  493,012  39.4  4,021  0.8  

 
 

 
 

 

投 
 
 

資 
 

 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 104,702  8.1  106,585  8.5  1,883  1.8  

 うち国補 77,770  6.0  76,219  6.1  ▲1,551  ▲2.0  

うち県単 26,932  2.1  30,366  2.4  3,434  12.8  

そ の 他 41,492  3.2  43,648  3.5  2,156  5.2  

 うち国補 16,857  1.3  15,715  1.3  ▲1,142  ▲6.8  

うち県単 24,635  1.9  27,933  2.2  3,298  13.4  

計 146,194  11.3  150,233  12.0  4,039  2.8  

 うち国補 94,627  7.3  91,934  7.4  ▲2,693  ▲2.8  

うち県単 51,567  4.0  58,299  4.6  6,732  13.1  

一 般 行 政 費 466,393  36.1  424,554  33.9  ▲41,839  ▲9.0  

税 交 付 金 等 190,616  14.8  183,391  14.7  ▲7,225  ▲3.8  

 合  計   1,292,194  100.0  1,251,190  100.0  ▲41,004  ▲3.2  

（注）公共事業は下水道事業（企業会計）除きである。 
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８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円、％） 

款 名 R 5 当 初 

（Ａ） 

R5当初 

構 成 比 

R 6 当 初 

（Ｂ） 

R6当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税        426,831    33.0       418,023    33.4       ▲8,808    ▲2.1 

地方消費税清算金        143,781    11.1        140,423    11.2       ▲3,358    ▲2.3 

地 方 譲 与 税        54,518     4.2        56,923     4.5        2,405      4.4 

地方特例交付金         2,000     0.2        10,180     0.8        8,180    409.0 

地 方 交 付 税        196,368    15.2        196,974    15.7         606      0.3 

交通安全対策特別交付金            736     0.1            705     0.1          ▲31   ▲4.2 

分担金及び負担金          8,151     0.6          8,175     0.7          24      0.3 

使用料及び手数料         15,838     1.2         15,915     1.3           77     0.5 

国 庫 支 出 金        164,712    12.7        129,838    10.4      ▲34,874  ▲21.2 

財 産 収 入          1,972     0.2          1,524     0.1         ▲448   ▲22.7 

寄 附 金            132     0.0            131     0.0           ▲1    ▲0.8 

繰 入 金         45,927     3.6         45,824     3.7        ▲103    ▲0.2 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       142,301    11.0       138,886    11.1       ▲3,415    ▲2.4 

県 債         83,927     6.5         82,669     6.6       ▲1,258   ▲1.5 

 合  計        1,292,194   100.0      1,251,190   100.0      ▲41,004    ▲3.2 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円、％） 

 

款 名 
R 5 当 初 

（Ａ） 

R5当初 

構 成 比 

R 6 当 初 

（Ｂ） 

R6当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 
増 減 率 

議 会 費 1,681  0.1  1,688  0.1    7  0.4 

総 務 費 41,276  3.2  36,512  2.9  ▲4,764  ▲11.5 

企 画 開 発 費 14,145  1.1  14,349  1.2   204  1.4 

生 活 環 境 費 6,576  0.5  11,568  0.9  4,992  75.9 

防災・危機管理費 4,985  0.4  4,741  0.4  ▲244  ▲4.9 

保 健 医 療 費 137,445  10.6  137,575  11.0  130  0.1 

福 祉 費 126,163  9.8  92,710  7.4  ▲33,453  ▲26.5 

労 働 費 2,760  0.2  3,682  0.3  922  33.4 

農林水産業費 40,533  3.1  42,101  3.4  1,568  3.9 

営 業 戦 略 費 6,328  0.5  6,503  0.5  175  2.8 

立 地 推 進 費 19,755  1.5  18,061  1.4  ▲1,694  ▲8.6 

商 工 費 121,269  9.4  117,814  9.4  ▲3,455  ▲2.8 

土 木 費 100,254  7.8  98,954  7.9  ▲1,300  ▲1.3 

警 察 費 62,625  4.8  64,542  5.2  1,917  3.1 

教 育 費 258,575  20.0  275,212  22.0  16,637  6.4 

災 害 復 旧 費 842  0.1  808  0.1  ▲34  ▲4.0 

公 債 費 162,309  12.6  148,158  11.8  ▲14,151  ▲8.7 

諸 支 出 金 182,673  14.1  175,212  14.0  ▲7,461  ▲4.1 

予 備 費 2,000  0.2  1,000  0.1  ▲1,000  ▲50.0 

 合  計   1,292,194  100.0  1,251,190  100.0  ▲41,004  ▲3.2 

39 



教育費

2,752 

22%

諸支出金

1,752 

14%

公債費

1,482 

12%
保健医療費

1,376 

11%

商工費

1,178 

10%

土木費

990 

8%

福祉費

927 

7%
警察費

645 

5%

農林水産業費

421 

3%

総務費

365 

3%

その他

624 

5%

県税

4,180

33%

地方交付税

1,970

16%地方消費税

清算金

1,404

11%

諸収入

1,389

11%

国庫支出金

1,298

10%

県債

827

7%

地方譲与税

569

5%

その他

875

7%

令和６年度一般会計予算 歳入・歳出の内訳

歳入総額

12,512

歳出総額

12,512

（単位：億円、構成比）

・立地推進費

・企画開発費

・生活環境費

・営業戦略費

・防災・危機管理費

・労働費

・議会費

・予備費

・災害復旧費

・繰入金

・使用料及び手数料

・地方特例交付金

・分担金及び負担金

・繰越金

・財産収入

・交通安全対策

特別交付金

・寄附金
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人件費

3,186 

25%

公債費

1,482 

12%

扶助費

262 

2%

 

一般行政費

の一部

1,417 

（内数）

一般行政費

4,246

34%

投資的経費

（公共）

1,066 

9%

投資的経費

（その他）

436 

3%

税交付金等

1,834 

15%

義務的経費

4,930 

39%
投資的経費

1,502 
12%

令和６年度一般会計予算 歳出（性質別）の内訳
（単位：億円、構成比）

歳出総額

12,512

社会保障関係費
1,679
13%
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R5当初 
(Ａ) 

R6当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 20,050  20,248  198  1.0  

公 債 管 理 160,318  187,034  26,716  16.7  

市 町 村 振 興 資 金 796  868  72  9.0  

鹿島臨海工業地帯造成事業 1,969  2,452  483  24.5  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,719  3,282  ▲437  ▲11.8  

国 民 健 康 保 険 242,939  245,453  2,514  1.0  

母子・父子・寡婦福祉資金 315  360  45  14.3  

中 小 企 業 事 業 資 金 1,399  1,194  ▲205  ▲14.7  

農 業 改 良 資 金 372  20  ▲352  ▲94.6  

林業・木材産業改善資金 91  155  64  70.3  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72  72  -  0.0  

港 湾 事 業 10,965  11,901  936  8.5  

都市計画事業土地区画整理事業 15,325  23,508  8,183  53.4  

 合  計   458,330  496,547  38,217  8.3  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R5当初 
(Ａ) 

R6当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 29,230  30,487  1,257  4.3  

水 道 事 業 34,881  34,899  18  0.1  

工 業 用 水 道 事 業 21,194  24,938  3,744  17.7  

地 域 振 興 事 業 47,210  16,061  ▲31,149  ▲66.0  

鹿島臨海都市計画下水道事業 6,263  5,828  ▲435  ▲6.9  

流 域 下 水 道 事 業 25,073  23,587  ▲1,486  ▲5.9  

 合  計   163,851  135,800  ▲28,051  ▲17.1  
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Ⅱ 令和５年度１２月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

令和５年台風第１３号により被災した事業者に対する支援や道路、河川などの災害復旧及び再

度災害防止対策のほか、茨城県植物園等のリニューアルに必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３０９，５４７ ５，６１６ １，３１５，１６３ 

 ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）中小企業への支援                         ２１５ 

新 被災事業者再建支援事業                        ２１５ 

（災害救助法が適用された３市の被災事業者が行う建物修繕等に対する補助） 

 

（２）災害復旧及び再度災害防止対策                 ５，３１３ 

・ 国補公共事業                           １，７３９ 

（道路、河川、農地等の災害復旧事業） 

・ 県単公共事業                           ３，５７４ 

（道路、河川等の再度災害防止対策等） 

 

 （３）県政の課題等への対応                        ８８ 

新 植物園等魅力向上対策事業                        ８８ 

（茨城県植物園等の魅力向上のためのリニューアル工事に伴う基本設計） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３，０３７ 

 

５ 債務負担行為                     

   １５件（指定管理施設の管理運営のための協定に係るもの(一般会計14件、特別会計1件)） 
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５６  －  ８，１５６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １７４，８４１  １，３３２  １７６，１７３  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １４０  －  １４０  

繰 入 金 ４８，３９３  －  ４８，３９３  

繰 越 金 ５，７５４  ９５３  ６，７０７  

諸 収 入 １４３，１００  －  １４３，１００  

県 債 ８７，１１９  ３，３３１  ９０，４５０  

計 １，３０９，５４７  ５，６１６  １，３１５，１６３  
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７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，３６１  －  １４，３６１  

生 活 環 境 費 ８，７８７  －  ８，７８７  

防災・危機管理費 ５，９７２  －  ５，９７２  

保 健 医 療 費 １３８，５３５  －  １３８，５３５  

福 祉 費 １２９，５６１  －  １２９，５６１  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４２，２００  １１０  ４２，３１０  

営 業 戦 略 費 ６，８７３  －  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２３，９４１  ２１５  １２４，１５６  

土 木 費 １０３，００１  ３，５５２  １０６，５５３  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，９２０  －  ２５８，９２０  

災 害 復 旧 費 ２，３１７  １，７３９  ４，０５６  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７３  －  １８２，６７３  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３０９，５４７  ５，６１６  １，３１５，１６３  
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Ⅲ 令和５年度１２月補正予算案の追加提案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

国補正予算に対応して、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける医療機関、福祉

施設、農林水産業者等に対する支援や、省力化、生産性向上につながる新たな取組へのチャレン

ジを促すための事業のほか、防災・減災、国土強靱化に資する事業について、スピード感をもっ

て計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

補正予算 

［既提出分］Ｂ 

補正予算 

［追加分］Ｃ 

補正後計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

一般会計 １，３０９，５４６ ５，６１６ ３２，４７６ １，３４７，６３８ 

特別会計 ４５８，３３０ － － ４５８，３３０ 

企業会計 １６８，４７９ － １，１０３ １６９，５８２ 

計 １，９３６，３５５ ５，６１６ ３３，５７９ １，９７５，５５０ 

 ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）物価高騰対策                         ４，７６７ 

  ① 事業者支援                          ４，６００ 

・ 医療機関等物価高騰対策支援事業                 ７４９ 

（光熱費等の高騰の影響を受け省エネ等に取り組む病院、診療所、薬局などに対する補助） 

・ 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業               １，７８５ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設、障害者施設、児童養護施設などに対する補助） 

・ 私立学校等物価高騰対策支援関連事業                  ３４４ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける私立の幼稚園、保育所、高等学校、看護師養成所などに対する補助） 

    ・ 特別高圧受電施設等電気料金支援事業                  ８１０ 

(電気を特別高圧契約で受電する中小企業等に対する電気料金負担軽減のための支援) 

新 農林水産業物価高騰対策支援関連事業                  ６２２ 

（配合飼料価格安定制度生産者積立金に対する支援、コイ養殖餌料価格高騰に対する支援） 

新 土地改良区省エネルギー化促進事業                   １０７ 

(省エネに取り組む土地改良区等に対し農業水利施設の電気料金高騰分の一部を補助) 
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新 農業水利施設外来水生植物対策関連事業                  ９９ 

(農地でのナガエツルノゲイトウ繁茂拡大防止のための侵入防止フェンスの設置及び駆除に対する補助) 

・ 交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業                   ４６ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける地域鉄道、乗合バスに対する補助） 

新 きのこ生産資材導入支援事業                        ３８ 

(生産資材価格の高騰の影響を受けるきのこ生産者に対する補助) 

 

② 省力化・生産性向上へのチャレンジ支援                １６７ 

新 省力化・グリーン化同時実現型資材活用推進事業             １５９ 

(省力化や環境負荷軽減のため生分解性マルチを導入する認定農業者等に対する補助) 

新 いばらき業務改善奨励金事業                          ８ 

(賃金を30円以上引き上げ990円以上とし、国の業務改善助成金を受ける事業者に対する上乗せ補助) 

 

 （２）安全・安心の確保                           １０ 

・ 農場防疫対策支援事業                           １０ 

（家畜伝染病の発生予防のための設備整備に対する補助） 

 

 （３）防災・減災・国土強靱化の推進                ２７，６９９ 

【企業会計含み ２８，８０２】 

・ 国補公共事業                          ２７，６９９ 

【流域下水道事業会計 ５６０】 

  （緊急輸送道路の整備や橋梁の老朽化対策、河川の整備、土地改良事業等） 

・ 鹿島臨海都市計画下水道事業        【鹿島臨海下水道事業会計 ５４３】 

（管渠の老朽化対策等） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 １９，２８６ 
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Ⅳ 令和５年度２月（最終）補正予算案について 

 

１ 今回補正額                      （単位：百万円） 

区 分 現    計 補  正  額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，３４７，８５３ ▲１８，５３９ １，３２９，３１４ 

特 別 会 計 ４５８，３３０ １２，２２２ ４７０，５５２ 

企 業 会 計 １６９，５８２ ▲２２，０７１ １４７，５１１ 

計 １，９７５，７６５ ▲２８，３８８ １，９４７，３７７ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                            （百万円） 

・ 県税（地方消費税の減等）                                 ▲３，０４８ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の減）                ▲５，０６７ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の増等）               ３，６８８ 

・ 地方交付税（国補正関連に伴う増）                 １２，９４２ 

・ 国庫支出金（事業費の確定に伴う減）               ▲２３，３５９ 

・ 繰入金（事業費の確定に伴う減等）                 ▲９，６６８ 

・ 繰越金（決算確定に伴う増）                    １２，８０６ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）              ▲１，６７３ 

・ 県債（臨時財政対策債の減等）                   ▲５，５８５ 

 

（歳 出）                                                            （百万円） 

①国補正関連分 

   新 原子力災害対策事業                           ９１７ 

（東海第二発電所から10km圏内の病院等が実施する放射線防護対策への支援） 

 

新 障害児施設性被害防止対策関連事業                    １４ 

 （障害児施設等における性被害防止対策機材の購入に対する補助等） 

 

新 処遇改善関連事業                           ９５６ 

 （福祉施設職員の処遇改善の取組に対する補助） 

 

・ 植物園等魅力向上対策事業                     ３，０８０ 

 （植物園等リニューアルの実施設計及び工事） 

 

新 茨城県公立学校情報機器整備基金積立金               １，７８８ 

 （公立学校の児童生徒向け１人１台端末の整備補助等のための基金造成） 

 

②その他 

   ・ 災害救助基金造成事業                          ２２５ 

    （災害救助法に基づく災害救助基金への積立て） 
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   ・ 退職手当基金積立金（令和６年度の退職見込者数の減）       ▲１，８０２ 

 

・ 感染症予防医療法施行事業                   ▲１７，６４８ 

 （新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う病床確保事業の減等） 

 

・ 公共事業                  【全会計▲４，３１５】▲３，８０７ 

   （国内示額確定等に伴う減） 

 

・ 公債費（利子の支払い等の実績による減）             ▲２，２４３ 

 

・ 税交付金等（市町村等への税交付金等の減）            ▲８，２０２ 

 

 

③今後の財政需要を踏まえた積立 

   ・ 一般財源基金積立金                        ２３，１６０ 

（Ｒ６当初予算での県債発行抑制に活用するための積増し） 

 

３ 繰越明許費                                               （単位：百万円） 

区  分 Ｒ４→Ｒ５ Ｒ５→Ｒ６ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １０７，１３８ １１５，８４９ ８，７１１ ８．１％ 

特別会計 ４，０９８ ５，２７７ １，１７９ ２８．８％ 

 

57 



４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  ▲３，０４８  ４２３，７８３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８２  ▲５，０６７  １３８，７１５  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  ３，６８８  ５８，２０６  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  ▲６１  １，９３９  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  １２，９４２  ２０９，３１０  

交通安全対策特別交付金 ７３６  ▲１２７  ６０９  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，８０１  ▲６５４  ８，１４７  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３７  ▲２２８  １５，６０９  

国 庫 支 出 金 １９０，４３２  ▲２３，３５９  １６７，０７３  

財 産 収 入 １，９７２  １，３８０  ３，３５２  

寄 附 金 １４０  １１５  ２５５  

繰 入 金 ４８，３９３  ▲９，６６８  ３８，７２５  

繰 越 金 ６，８３６  １２，８０６  １９，６４２  

諸 収 入 １４３，１００  ▲１，６７３  １４１，４２７  

県 債 １０８，１０７  ▲５，５８５  １０２，５２２  

計 １，３４７，８５３  ▲１８，５３９  １，３２９，３１４ 
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  ▲４９  １，６３２  

総 務 費 ４１，２７６  ２２，３６３  ６３，６３９  

企 画 開 発 費 １４，４０７  １，４７４  １５，８８１  

生 活 環 境 費 ８，８２６  ▲１，７４８  ７，０７８  

防災・危機管理費 ５，９７２  ９４４  ６，９１６  

保 健 医 療 費 １３９，２８６  ▲１７，８７３  １２１，４１３  

福 祉 費 １３１，６５０  ７９９  １３２，４４９  

労 働 費 ２，７６８  ▲３２０  ２，４４８  

農 林 水 産 業 費 ４７，１７３  ▲１，５６５  ４５，６０８  

営 業 戦 略 費 ６，８７３  ▲２，０９０  ４，７８３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  ▲７，４９９  １２，２５６  

商 工 費 １２４，９６６  ▲３，０１２  １２１，９５４  

土 木 費 １３０，６００  ▲２７４  １３０，３２６  

警 察 費 ６２，６２５  ５１  ６２，６７６  

教 育 費 ２５８，９５８  ２，２６９  ２６１，２２７  

災 害 復 旧 費 ４，０５５  ▲１，５２２  ２，５３３  

公 債 費 １６２，３０９  ▲２，２４３  １６０，０６６  

諸 支 出 金 １８２，６７３  ▲８，２４４  １７４，４２９  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３４７，８５３  ▲１８，５３９  １，３２９，３１４  

 

59 



 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 ２０，０５０  １，８８３  ２１，９３３ 

公 債 管 理 １６０，３１８  ３１４  １６０，６３２  

市 町 村 振 興 資 金 ７９６ ４７５  １，２７１  

鹿島臨海工業地帯造成事業 １，９６９  １，１８８  ３，１５７  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，７１９  ▲２２２  ３，４９７  

国 民 健 康 保 険 ２４２，９３９  ８，５３９  ２５１，４７８  

母子・父子・寡婦福祉資金 ３１５  ３３  ３４８  

中 小 企 業 事 業 資 金 １，３９９  ▲１，０６１  ３３８  

農 業 改 良 資 金 ３７２  ２７  ３９９  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９１  ６９  １６０  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  ２７８  ３５０  

港 湾 事 業 １０，９６５  ▲６９  １０，８９６  

都市計画事業土地区画整理事業 １５，３２５  ７６８  １６，０９３  

計 ４５８，３３０  １２，２２２  ４７０，５５２  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，２３０  ▲２４２  ２８，９８８  

水 道 事 業 ３４，８８１  ▲２，８１９  ３２，０６２  

工 業 用 水 道 事 業 ２１，１９４  ▲２，３７１  １８，８２３  

地 域 振 興 事 業 ５１，８３８  ▲１４，８５６  ３６，９８２  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ６，８０６  ▲４１９  ６，３８７  

流 域 下 水 道 事 業 ２５，６３３  ▲１，３６４  ２４，２６９  

計 １６９，５８２  ▲２２，０７１  １４７，５１１  
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Ⅴ 知事の専決処分 
   令和５年度下半期（令和５年10月１日から令和６年３月31日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

 

（一般会計） 

 令和６年１月23日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                        109 

     繰越金                         106   

        合  計                      215 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   農林水産業費                      215     

        合  計                      215 

 

  (2)主な内容 

・高病原性鳥インフルエンザ防疫措置に係る経費 

（令和５年11月に発生した高病原性鳥インフルエンザに対する防疫措置に迅速に対

応するため、必要な経費を計上するもの。） 

61 



Ⅵ 予算の繰越し 
歳出予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内に支出が終わらない見込みのあるものについ

ては、予算で定め、翌年度に繰り越して使用することができます。これを繰越明許といいます。 

令和５年度予算のうち繰越明許の手続きをとったものは、 

一 般 会 計                 1,000 億 73 百万円 

特 別 会 計                   47 億 4 百万円 

です。この予算は、令和６年度に繰り越して使用します。 
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Ⅶ 令和 5年度予算下半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 6 年 3 月 31 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 5年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

423,782,625  418,081,516  98.7  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 138,715,136  138,714,797  100.0  

3 地 方 譲 与 税 58,205,870  58,088,097  99.8  

4 地 方 特 例 交 付 金 1,938,767  1,938,767  100.0  

5 地 方 交 付 税 209,309,736  209,549,750  100.1  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 609,188  583,016  95.7  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,092,663  4,179,030  46.0  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 15,609,538  15,704,536  100.6  

9 国 庫 支 出 金 206,344,649  151,597,143  73.5  

10 財 産 収 入 3,352,299  3,483,311  103.9  

11 寄 附 金 255,436  257,339  100.7  

12 繰 入 金 40,331,554  36,145,763  89.6  

13 繰 越 金 29,593,024  29,593,023  100.0  

14 諸 収 入 145,768,979  129,806,392  89.0  

15 県 債 145,625,326  64,740,027  44.5  

合      計 1,428,534,790  1,262,462,507  88.4  
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＜令和 5 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,635,725  1,601,541  97.9  

2 総 務 費 63,768,641  57,772,285  90.6  

3 企 画 開 発 費 16,919,010  10,754,010  63.6  

4 生 活 環 境 費 9,762,288  6,823,659  69.9  

5 防 災 ・ 危 機 管 理 費 7,914,821  4,445,696  56.2  

6 保 健 医 療 費 126,043,604  90,267,354  71.6  

7 福 祉 費 136,011,126  84,930,161  62.4  

8 労 働 費 2,506,615  1,913,130  76.3  

9 農 林 水 産 業 費 55,825,001  31,790,472  56.9  

10 営 業 戦 略 費 8,099,257  5,548,084  68.5  

11 立 地 推 進 費 13,958,643  9,764,700  70.0  

12 商 工 費 121,968,026  119,338,716  97.8  

13 土 木 費 198,337,903  97,449,602  49.1  

14 警 察 費 63,118,489  57,509,986  91.1  

15 教 育 費 263,612,133  238,339,114  90.4  

16 災 害 復 旧 費 2,865,413  1,112,786  38.8  

17 公 債 費 160,066,603  158,745,630  99.2  

18 諸 支 出 金 174,428,992  174,148,442  99.8  

19 予 備 費 1,692,500  0  0.0  

合      計 1,428,534,790  1,152,255,368  80.7  
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和 6 年 3 月 31 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 5年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

21,933,586  14,088,682  64.2  14,381,699  65.6  

公 債 管 理 160,631,995  160,609,145  100.0  160,609,145  100.0  

市 町 村 振 興 資 金 1,448,434  1,352,871  93.4  749,900  51.8  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 3,464,252  5,365,534  154.9  1,601,341  46.2  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,497,513  3,113,690  89.0  2,798,144  80.0  

国 民 健 康 保 険 251,477,939  225,768,396  89.8  222,944,152  88.7  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 347,492  316,049  91.0  48,341  13.9  

中 小 企 業 事 業 資 金 338,009  319,371  94.5  225,229  66.6  

農 業 改 良 資 金 398,427  398,723  100.1  370,574  93.0  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 160,698  160,732  100.0  5  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 349,476  349,127  99.9  57  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 11,982,169  7,795,608  65.1  8,351,218  69.7  

都市計画事業土地区画整理事業 18,001,317  28,068,901  155.9  14,377,968  79.9  

合       計 474,031,307  447,706,829  94.4  426,457,773  90.0  
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Ⅷ 県民の県税負担の状況について 

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和６年度の県税の当初予算額は、4,180 億 2,317 万円（1 世帯当たり 33 万 9,902 円、１人当たり 14 万 8,609 円）

となっています。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和 6年度当初予算額 １世帯当たり負担額 １人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 288,132,895 234,286 102,433 

 う ち 県 民 税 121,557,103 98,840 43,215 

 う ち 自 動 車 税 52,479,731 42,672 18,657 

間 接 税 129,890,272 105,616 46,177 

 う ち 地 方 消 費 税 91,199,769 74,156 32,422 

計 418,023,167 339,902 148,609 

（注）世帯数 1,229,834 世帯、人口 2,812,901 人（6.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅸ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 6年 3月 31 日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 1,422 億 4,428 万円、特別会計 1,082 億 7,152 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 6年 3月 31 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 5年 10 月 1 日から 

令和 6年 3月 31 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,189,589,389 80,879,627 128,224,733 2,142,244,283 

特  別  会  計 110,922,163 5,100,900 7,751,542 108,271,521 

合 計 2,300,511,552 85,980,527 135,976,275 2,250,515,804 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和５年度下半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

10 － 10 － － 

11 － 11 － － 

12 － 12 － － 

1 － 1 － － 

2 － 2 － － 

3 － 3 － － 

合   計 － － － 

    

令和５年 10 月１日から 

令和６年３月 31 日まで 
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Ⅹ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 6 年 3 月 31 日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和 5 年度下半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和5年９月３０日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,292,992.04 15,678,544.63 27,971,536.67 14,532,551.17 42,504,087.84 42,633,081.52 △ 128,993.68

建 物 ㎡ 706,424.05 2,959,563.15 3,665,987.20 76,116.00 3,742,103.20 3,762,803.37 △ 20,700.17

立　　　木 ｍ3 299,767.49 587.20 300,354.69 -                    300,354.69 311,186.69 △ 10,832.00

か こ い 等 ｍ 145,265.82 422,457.06 567,722.88 867,994.45 1,435,717.33 1,466,415.81 △ 30,698.48

工 作 物 電 柱 類 本 257 141 398 2 400 410 △ 10

門 、 浄 化 槽
個 18,532 21,411 39,943 4,772 44,715 44,617 98

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地上権等 ㎡ 6,971,015.91 6,336.03 6,977,351.94 18,916.45 6,996,268.39 7,027,882.74 △ 31,614.35

特許権等 件 -                    -                    -                    88 88 89 △ 1

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,895,844,161 66,895,844,161 66,910,044,161 △ 14,200,000

（令和６年３月３１日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（農林水産部） 1 境土地改良事務所  広域営農団地農道整備事業　つくば下総２期地区 △16,540.17㎡ 譲与

2 県央農林事務所　経営体育成基盤整備事業　北川根地区 △16,171.00㎡ 譲与

3 かんがい排水事業　押辺安居地区 5,062.00㎡ 購入

土地

（総務部） 1 新原荘 △5,973.51㎡ 時価額譲渡

（土木部） 2 洞峰公園 △137,944.00㎡ 譲与

（教育庁） 3 坂東清風高等学校（旧岩井西高等学校分） △59,078.00㎡ 売却

（警察本部） 4 古河警察署 15,000.00㎡ 購入

建物

（土木部） 1 洞峰公園 △7,769.17㎡ 譲与

（教育庁） 2 坂東清風高等学校（旧岩井西高等学校分） △11,535.30㎡ 売却

・令和５年10月１日から令和６年３月３１日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

普
通
財
産

行
政
財
産

70 



２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和５年度下半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 
千円 

77,710,090 

千円 

18,683,266 

千円 

28,160,070 

千円 

68,233,286 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,744,461 226,649 222,544 1,748,566 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 157,789,535 33,632,965 28,091,830 163,330,670 

 一 般 会 計 分 47,245,380 4,560,182 - 51,805,562 

 
特 別 会 計 分 ※ 

【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 
110,544,155 29,072,783 28,091,830 111,525,108 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - 714,542 - 714,542 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
76,447 8,868 - 85,315 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 68,120 452 47,011 21,561 

茨 城 県 緑 化 基 金 94,580 27,448 41,902 80,126 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 84,924 2 18,604 66,322 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 905,850 45 11,697 894,198 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,690,934 400,034 - 2,090,968 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 184,486 9 9,049 175,446 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,526 92 - 1,840,618 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 99,860 20,067 10,151 109,776 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,873,315 267,547 - 5,140,862 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 844,234 1,787,612 1,697,721 934,125 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 2,213,058 109 172,666 2,040,501 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 731,629 22 - 731,651 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 273,639 225,987 90,263 409,363 

令和 5年 10 月 1日から 

令和 6年 3月 31 日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 68,904 1 6,000 62,905 

茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 11,982,782 3,661,802 1,459,363 14,185,221 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,005,883 1,197 - 24,007,080 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,925,265 88 2,926 2,922,427 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,387 1,768 1,447 3,001,708 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
2,447,751 73 847,803 1,600,021 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,543,530 10,770 55,350 2,498,950 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 20,463,640 481 2,094,711 18,369,410 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 46,019 2 1,088 44,933 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 147,485 90,022 59,627 177,880 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
3,487,948 18,785 1,672,332 1,834,401 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
37,301 23,365 - 60,666 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,000,400 399 - 20,000,799 

茨 城 県 退 職 手 当 基 金 - 6,065,924 - 6,065,924 

茨 城 県 公 立 学 校 情 報 機 器 整 備 基 金 - - - - 

合 計 343,283,983 65,870,393 64,774,155 344,380,221 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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